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はじめに

現在、人口動態統計では、死亡票に記載されている複数の死因から、世界保健機関が勧

告する「疾病及び関連保健問題の国際統計分類」に準拠し、直接に死亡を引き起こした一

連の事象の起因となった疾病もしくは損傷等を表す単一の「原死因」を用いて死因統計の

集計・分析を行っている。これは、一連の病的事象を起こす原因を防止するという公衆衛

生的な観点に基づくものであるが、一方で、現在、わが国では生活習慣病が死因の上位を

占めるに至り、一人が複数の疾患を抱えることも多くなってきていることから、原死因以

外の死因に着目する必要性が高まっている。

このような問題意識の下、社会保障審議会統計分科会疾病、傷害及び死因分類部会は、

平成 26年 11月に出した報告（「疾病、傷害及び死因に関する分類に係る部会審議の際に

出された意見に基づく報告」）の中で、「中長期的には、基礎疾患の情報や介入の状況、合

併症、予後等、死亡診断書・死体検案書から得られる複合的な要因を把握できるような分

析がなされることが望ましい。」との方向性を打ち出している。しかしながら、人口動態

統計死亡票の原死因以外の複合死因情報については、近年、はじめて二次利用が可能と

なったところであり、わが国ではこのような複合死因データを全人口ベースで取り扱った

経験が多いとはいえない状況にあった。一方、諸外国においては、従来から複合死因の

データの活用事例が存在しており、例えば人口学領域においては、原死因と複合死因の関

係性を記述するための人口学的指標の構築などの先行研究が行われてきている。

このような中、わが国においても、複合死因分析に関する人口学的研究として、「死亡個

票統計における循環器疾患関連死因の妥当性に関する検討（H27-統計-一般-006）」、「人口

動態統計死亡票の複合死因情報を活用した集計・分析方法に関する調査研究 (H29-統計-

一般-001）」という厚生労働科学研究費プロジェクトによる研究に加え、国立社会保障・

人口問題研究所の「長寿革命に係る人口学的観点からの総合的研究」において、複合死因

分析に関する研究の蓄積が始められている。

本研究は、わが国における複合死因分析の充実を図る観点から、複合死因集計・分析手

法に関する人口学的分析手法に関する国内外の先行研究をレビューすることを目的とする

ものである。

1 研究の概要

本研究では、複合死因に関する集計方法や分析手法について、先行研究に関する文献を

収集しレビューを行う。筆者は複合死因に関する先進的な研究動向に関する情報を得るこ
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とを目的に、国際的な複合死因に関する研究ネットワークであるMultiCause Networkに

参加している。同ネットワークではこれまでに行われてきた複合死因集計・分析に関する

様々な先行研究を収集しており、この中から海外における研究レビューの対象として 113

種類の研究を選定した。

この中で、近年、ネットワーク分析を応用して複合死因間の関係を分析する研究が行わ

れてきていることから、これについては、ネットワーク分析の概要とともにレビューを

行った。

また、これらに加え、わが国における複合死因関係研究に関してもレビューを行った。

2 複合死因に関する海外の研究

今回レビューを行った海外の先行研究にその研究概要を付し、その全体を文献リストの

形にまとめたものが論文末の表である。

先行研究における分析内容や手法は、必ずしも排他的ではないが、下記に示すようない

くつかの類型にまとめることが可能であろう。

[1] 死因について原死因だけでなく複合死因も含めて分析を行ったもの

[2] 原死因による分析と複合死因による分析を比較対照するもの

[3] １死亡当たりの死因数を分析するもの

[4] 複合死因間の関係を分析するもの

[5] 競合リスクモデルや特定死因を除去した生命表など生命表分析への応用を行った

もの

[6] 死因コーディングの妥当性の検証などに応用するもの

[7] その他

などである。

それぞれの類型化ごとに研究の特徴を概観すると以下の通りである。

[1]は原死因による集計では多く計上されないものについてその死因の潜在的な貢献を

示すため、また、[2]はさらにそのような原死因と全ての複合死因を含めた場合の比較を

行う観点から分析が行われている。これらについては、方法論としては記述統計を用い

て、単純集計やクロス集計を行った研究、さらに、年齢階級別死亡率や年齢調整死亡率を

算定・比較した研究などが多く存在している。

[3]と [4]は原死因では得られない、複合死因ならではの特徴を分析する研究といえる。

これらについても記述統計による分析が多いが、特に、MultiCause Networkグループの

メンバーによる先行研究を中心に、より洗練された人口学的指標が提案されている。[3]

については SRMU、[4]については CDAIという指標がその例であり、これに関しては詳

しく後述する。

[5]の類型では、通常は原死因統計を用いることにより特定死因を除去した生命表を作
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成し、その死因の影響評価が行われているのに対して、複合死因統計を用いて死因パター

ンを構成し、これを除去することによる生命表分析への応用が研究されている。

[6]の類型は [1]～[5]の類型とはやや異なり、原死因の選択の妥当性について、複合死因

データから検証などを行うことを目的としたものである。

以上のように、複合死因統計の集計・分析は様々な観点から行われており、わが国に適

用可能なものも多く、今後の複合死因集計・分析の企画・立案に資するものと考えられ

る。以下では、いくつかの先行研究について、より詳細にその分析方法例をまとめること

とする。

2.1 [1]及び [2]に属する分析

[1]及び [2]のカテゴリーに属する研究は複合死因統計を用いた分析の中で典型的な分析

であり、[1]と [2]は単独ではなく、同時に行われていることも多い。例えば文献リストの

26にある Dushoff et al. (2005)では、インフルエンザが死亡に与える影響を評価するた

め複合死因データを用いて分析を行っているが、インフルエンザが原死因となる場合と、

複合死因にも挙げられている場合の両者を比較し、インフルエンザの潜在的な大きさを示

した上で、複合死因で計上した死亡数を用いた回帰分析を行っている。また、糖尿病に関

連する死亡を分析したものとして、文献リストの 6の Balkau and Papoz (1992)や 8の

Barreto et al. (2007)による分析が挙げられる。Balkau and Papoz (1992)は、フランス

における糖尿病関連死亡のレベルを評価したものであり、原死因・複合死因のいずれかに

糖尿病が出現する数を用いた SMRを求め、原死因のみによる SMRより高いことを指摘

している。また、Barreto et al. (2007)はブラジルにおける糖尿病関連死亡の属性別状況

を分析したものであり、糖尿病が原死因に出現する場合に対する、原死因以外の複合死因

に出現するオッズ比を多重ロジスティック回帰により属性別に推定して分析を行った。

このように、複合死因を用いて明らかとなる重要な特性として、原死因のみの観察では

その影響が過小評価されてしまう死因の適切な評価があり、インフルエンザ、糖尿病、ア

ルツハイマーなど様々な死因に着目した分析が行われている。

2.2 [3]及び [4]に属する分析

[3] と [4] のカテゴリーに属する研究は、原死因のみの統計では得られない、複合死因

ならではの特徴を分析する研究である。文献リスト 101 のWhite et al. (1989)、104 の

Wilkins et al. (1997) はそれぞれアメリカ、カナダについて、一つの診断書あたりの複

合死因数の分布やその平均値などの分析を行ったものである。また、文献リスト 44 の

Gorina and Lentzner (2008)は一診断書あたりの複合死因数の分布や原死因・複合死因

の比較などに加え、死因間の関係を示す指標として、以下を提案している。
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Observed numbers of deaths with both causes A&B

Expected numbers of deaths with both causes A&B

ここで、”Observed numbers of deaths with both causes A&B”とは実際の複合死因統

計から得られる死亡数であり、”Expected numbers of deaths with both causes A&B”

は死因間の独立性を仮定して、以下により得られた数である。

Deaths with cause A×Deaths with cause B

Total deaths(all causes)

この指標が１よりも大きいほど、二つの死因が独立であると仮定した期待出現数より

も、実際の観察数が高い頻度であることを示すことから、両者の結びつきが強いことにな

る。Gorina and Lentzner (2008)ではこの指標を用いて、糖尿病との関係性が強い死因

に関する分析を行っている。

一原死因あたりの死亡数や死因間の関係を示す指標は、複合死因の特徴を記述統計に

よって表現する上で優れた指標であると考えられるが、一方で、複数時点や異なる人口の

間での比較を行う場合、年齢構成の違いによって適切な比較を行えない場合がある。そこ

で、MultiCause Networkグループのメンバーによって、文献リスト 23の Désesquelles

et al. (2012)、22の Désesquelles et al. (2010)などの先行研究を中心に、より洗練され

た人口学的指標が提案されており、これが SRMU(Standardized Ratio of Multiple to

Underlying Cause)と CDAI(Cause of Death Association Indicator)である。

SRMUは、原死因死亡に対する複合死因死亡の比を表すもので、以下で定義される。

SRMUu =

∑
d
[M ]
u,x,s∑

d
[U ]
u,x,s

d
[M ]
u,x,s: 年齢 x、性別 sの複合死因死亡数（原死因 u)

d
[U ]
u,x,s: 年齢 x、性別 sの原死因死亡数（原死因 u)

この指標は死因分類に依存することから、複数時点や異なる人口間の SRMUを比較す

る場合には使用する死因分類を統一しておくことが必要である。また、du,x,s については、

複合死因について、同じ分類のものについても重複して計上する方法（重複計上）と、同

じ分類については一回のみ計上する方法（重複調整）の２種類が考えられる。また、さら

に、死亡数に関しては、年齢調整を行わない場合と年齢調整を行う場合の２種類の指標が

考えられるが、やはり複数時点や異なる人口間での比較については、年齢調整を行うこと

が望ましい。年齢調整を行う場合には、

d<S>
u,x,s = du,x,s

E<S>
x,s

Ex,s
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とする。ここで、

du,x,s: 年齢調整前の死亡数

d<S>
u,x,s: 年齢調整した死亡数

Ex,s: 対象とする人口の Exposure

E<S>
x,s : 基準となる人口の Exposure

である。

なお、Désesquelles et al. (2012)、Désesquelles et al. (2010)では、分類については重

複調整を行い、年齢調整を行った比を推定している。

CDAI は、死因 c の標準化出現率 (SPc) に対する、原死因 u に限定した場合の死因 c

の標準化出現率 (SPc/u)の比率であり、

CDAIu,c =
SPc/u

SPc
=

∑
x,s

(
udc,x,s

udx,s
· d̄x,s

)
/
∑

x,s d̄x,s∑
x,s

(
dc,x,s

dx,s
· d̄x,s

)
/
∑

x,s d̄x,s
×100 =

∑
x,s

udc,x,s

udx,s
· d̄x,s∑

x,s
dc,x,s

dx,s
· d̄x,s

×100

udc,x,s : 原死因 uで、死因 cを含む x歳, 性別 sの死亡数

udx,s : 原死因 uの x歳, 性別 sの死亡数

dc,x,s : 死因 cを含む x歳, 性別 sの死亡数（原死因によらない）

dx,s : x歳, 性別 sの死亡数（原死因によらない）

d̄x,s : 基準時点における x歳, 性別 sの標準的死亡数 (死亡率と Exposureの積)

これは、原死因を限定しない場合の死因 c の出現度合に対して、原死因を u に限定し

た場合どの程度出現度合が変化するかを 100を基準として指数化したものであり、CDAI

が 100 を上回るほど原死因 u との関連性が高いと考えることができる。Gorina and

Lentzner (2008)による死因間の関係性指標を標準化したものと捉えることができよう。

このほか、近年、ネットワーク分析を応用して複合死因間の関係を分析する研究が行わ

れてきている。これについては、次節において述べることとしたい。

2.3 [5]に属する分析

この類型では、通常は原死因統計を用いることにより特定死因を除去した生命表を作成

し、その死因の影響評価が行われているのに対して、複合死因統計を用いて死因パターン

を構成し、これを除去することによる生命表分析が行われている。

2.4 [6]に属する分析

以上の [1]～[5]は複合死因統計を用いた分析手法に関する研究であったが、[6]はやや異

なり、原死因の選択の妥当性について、複合死因データを用いて検証などを行うことを目

的としたものである。例えば、文献リスト 51 の Jougla et al. (1992) は、ヨーロッパ内

における糖尿病のコーディングの違いを分析したものである。具体的には、ベルギー、ア
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イルランド、フランス、ドイツ、マルタ、オランダ、北アイルランド、スコットランド、

スイスにおいて 200の死亡診断書を抽出してコーディングを行い、比較を行ったものであ

る。このように、複合死因データを用いると、ここから原死因の選択を行うことが可能と

なるので、異なる国のデータを比較することなどを通じて原死因選択の妥当性の検証を行

うことが可能となるのである。

3 複合死因分析へのネットワーク分析の応用

近年、死因間の関係についてネットワーク分析手法を応用した研究が行われている。こ

れは、各死因分類をネットワークにおけるノード（点）と考え、同一の死亡診断書に二つ

の死因分類による死因が記述されているときに二つのノードをエッジ（線）で結ぶ無向

ネットワークを考えて分析を行う研究である。Egidi et al. (2018) は、イタリアの 2011

年の 65歳以上の死亡診断書に記述のある死因（原死因と関連死因を区別しない）に対し

て、欧州死因分類をノード、同一診断書に二つの死因分類による死因が記述されていると

きに二つのノードをエッジで結ぶ無向ネットワークを考え、これにネットワーク分析の手

法を適用して死因間の関連分析を行ったものであり、以下、この内容についてレビュー

する。

最初に、死因 iと j が同じ死亡診断書に書かれているとき、行列の (i, j)成分に１を計

上していくことによって粗隣接行列を作成する。この行列は周辺度数である死因の出現頻

度に依存していることから、各死因の出現頻度が同一となるよう、反復比例フィッティン

グ（iterative propotional fitting (IPF)）法を用いて正規化を行う。さらに、要素が小さ

い部分についての影響を排除する観点から、正規化された頻度について、最も強い関係が

あるものとして 99%タイルよりも大きいものだけを選択し、その成分が表す二つの死因

の間に関係があると考えて隣接行列を作成し、これに基づくネットワーク構造を考える。

このネットワーク構造に対して、ネットワーク分析の手法を適用しつつ、分析が行われ

る。最初に、ネットワーク中心性 (centrality)を測定する指標である次数中心性 (degree

centrality)、隣接中心性 (closeness centrality)、媒介中心性 (betweenness centrality)を

示し、これらの指標に関する男女間比較を行っている。ここで、ネットワーク中心性を示

す各指標は以下で定義される。

• 次数中心性 CD(ni): ノード ni と他のノードを結ぶリンクの数で定義される。ni

の次数 d(ni)とも表し、ノード ni と nj の間に関係があるとき xij = 1、関係がな

いとき xij = 0という変数を用いると、

CD(ni) = d(ni) =
∑
j

xij =
∑
j

xji

と表される。

• 隣接中心性 CC(ni):他のノードとの距離が小さいノードほどより中心的であるとす
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る指標であり、d(ni;nj)をノード ni と nj の距離（最短パスの長さ）として、

CD(ni) =

 N∑
j=1

d(ni;nj)

−1

で定義される。ただし、N は ni が属する連結成分におけるノードの数である。

• 媒介中心性 CB(ni):あるノードが隣接していないノードを結びつける役割の大きさ

を表す指標であり、gjk(ni) をノード nj と nk を結び ni を含む最短パスの長さ、

gjk をノード nj と nk を結ぶ最短バスの長さとして、

CB(ni) =
∑
j<k

gjk(ni)/gjk

で定義される。

Egidi et al. (2018)ではさらに、密度 (density)や平均次数などのネットワークの構造

係数の男女間比較、また、ネットワーク構造をグラフにより視覚化し、ICD-10の分類と

対応付けながら、ネットワークをサブグループに分ける検討を行っている。そして、これ

らのネットワーク指標やコミュニティ検出などから得られた結果を既存研究等と比較し、

死因間の関係性に関する議論を行っている。

なお、ネットワーク分析では、ネットワークに関する特性を表す指標を観察するなどの

方法に加え、ネットワークのグラフをいくつかのサブグループ（コミュニティ）に分ける

コミュニティ検出という手法が存在している。これを複合死因分析に応用すると、原死因

だけの観察からはわからない、互いに結びつきの強い死因のグループを抽出することが可

能となる。これは、長寿化が進行し、複数の病態を同時に併発することが多いわが国の現

在の死亡状況の分析に有効であると考えられる。

まず、矢久保 (2013)に基づき、コミュニティ構造の定義とモジュラリティという指標、

また、モジュラリティを利用したコミュニティ検出法について述べる。あるネットワーク

がその内部で互いに密に繋がり合った部分グラフに分けられるとき、このネットワークは

コミュニティ構造をとるといい、その部分分割グラフのことををはコミュニティまたはモ

ジュールと呼ぶ。しかしながら、普遍的に受け入れられているコミュニティの定義は未だ

に存在せず、与えられた問題に応じていくつもの定義が提案されているとされ、その中

で、現在、最も広く受け入れられている方法がモジュラリティという量に基づいたものと

されている。これは、ノード数 N のネットワーク Gを、互いに重なり合いのない nc 個

の部分ノード集合族 (コミュニティ)Cl(l = 1, 2, · · · , nc)に分割した際、

Q =
1

2M

N∑
i,j

(aij− < tij >)δ[C(i), C(j)]

で定義される。ここで、M は G の全エッジ数、C(i) はノード i が属する分割ノード集

合、δ[C(i), C(j)]は分割集合 C(i)と C(j)が同一集合であれば 1、そうでなければ 0とな
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る量である。また、tij は Gの各ノード数の次数を保持したまますべてのエッジをランダ

ムに繋ぎ直したグラフ G′ の隣接行列要素であり、< · · · >はエッジ配置に関する平均を

表す。すなわち、tij は、G′ における (i, j)間のエッジ本数の k期待ちを表す。Qの定義

から、Qが大きな値をとる時、ネットワーク Gは分割 {C1, C2, · · · , CnC
}をモジュール

とするコミュニティ構造をとっていると考えることができる。

矢久保 (2013) では、モジュラリティの最大値 Qmax を与える分割集合族をコミュニ

ティとする定義が最も広く受け入れられているものの、ノード数が大きくなると分割パ

ターンの組み合わせが非常に大きくなることから、全てのパターンに対してモジュラリ

ティを計算することは事実上不可能となるとされている。このため、Qmax の近似値を与

える分割集合族を見つける方法が多数提案されている。

その一つが、Newman (2004)による貪欲法 (fast-greedy)と呼ばれる方法である。これ

は、矢久保 (2013)によれば、ネットワーク Gの各ノード一つ一つを分割ノード集合と考

え、Gのエッジを介して互いに隣接する分割集合対 {Cl, Cl′}を合併させた場合のモジュ

ラリティ Q′ を計算し、合併させる前からの増加分 ∆Q = Q′ −Qが最大となる分割集合

対を実際に合併させることをネットワークが一つになるまで繰り返し、その過程で現れ

る最も大きい Qを Qmax の近似値とする方法である。 なお、この方法は Clauset et al.

(2004)により、さらに計算量を削減することが示されている。

貪欲法とは逆に、nC = 1の分割から nC = N の分割に向かう流れの中で Qの最大値

を探す方法もあり、この場合、分割ノード集合を次々と二分していくことになるが、この

ためには二分割された集合ができるだけコミュニティとしての性質を持つようにする必要

が生じる。Newman and Girvan (2004) は媒介中心性を用いてこの分割を行う方法を提

案したものである。具体的には、与えられた連結ネッ tワーク Gの全てのエッジの媒介

中心性を計算して最大となるエッジを削除し、削除されたネットワークの全てのエッジの

媒介中心性を再計算し、また最大のエッジを削除する、という操作を繰り返し、その過程

で現れるネットワークのモジュラリティを求めてその最大値を Qmax の近似値とする方

法である。ただし、この方法は貪欲法に比べて多くの計算量が必要となるとされている。

また、Barabási (2019) によれば、モジュラリティを最適化するアルゴリズムとして、

最近、Blondel et al. (2008) らによる Louvain のアルゴリズムがよく使われるとしてい

る。これは、N 個のノードが別々のコミュニティに属しているとする初期状態から出発

し、ステップ Iとして、個々のノード iをその近接ノード j の属するコミュニティに加え

てみたときのモジュラリティの増加量を計算する。このモジュラリティ増加量が正の値と

なるもののうち、最大となる近接ノードコミュニティにノード iを置き直す。もし、どの

モジュラリティ増加量も正にならなければ、ノード i の属するコミュニティは変化しな

い。このプロセスをどのノードの属するコミュニティも変化しなくなるまで全てのノード

について繰り返す。以上がステップ I となる。次に、ステップ II として、各ノードがス

テップ Iで検出されたコミュニティをノードとする新しいネットワークを構成する。この
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ステップ Iと II を繰り返すことによりコミュニティは減っていくが、モジュラリティの

増加がなくなり、最大モジュラリティが得られたところで終了する。

なお、ネットワーク分析においては、以上の他にも様々なコミュニテイ検出法が提案さ

れており、計算量などの考慮に加え、わが国の複合死因分析に適した方法を探していくこ

とが今後必要であると考えられる。

4 わが国における複合死因に関する研究

次に、わが国における、人口動態調査の死亡票 (もしくは死亡診断書)を用いた複合死

因に関する先行研究について述べる。わが国においては、1950年代から上田による複合

死因に関する研究がなされている。上田 (1956)は、第 6回国際死因統計分類修正会議の

複合死因及び製表に関する勧告に基づいてWHOセンターに寄せられた 6つの研究報告

(WHOセンター、アメリカ、アイルランド、ドイツ、フランス、イタリア）の概要につ

いてまとめたものであり、上田・加藤 (1957)は、試験的調査として昭和 30年の東京都・

長野県の死亡票のうち、心臓疾患が記載されているもの (東京都 4,355件、長野県 1,973

件) を対象として、複合死因の記載や、原死因と二次死因の関係について分析を行った。

また、上田 (1960)は昭和 30年の東京都の死亡票 (44,255件)を対象とし、手術解剖施行

有無別、性別、年齢別の複合割合、原死因と二次死因（合併症・副因）の関係分析として、

死因別二次死因頻度、原死因に対する二次死因割合、合併症の二次死因に対する割合、原

死因と二次死因のクロス表分析などを詳細に行い、さらにこれらを諸外国の結果と比較し

て考察を行っている。

佐々木 (1975)は、昭和 42～46年の大阪府の人口動態死亡票から糖尿病の記載があるも

のを対象として（原死因 1,893件、二次死因 1,389件)、糖尿病を原死因とする二次死因、

糖尿病を二次死因とする原死因に関する分析を行い、これを 1955年の米国公衆衛生局の

全国調査、1968～69年の米国ペンシルベニアの調査と比較して糖尿病の死因の日米間の

相違に関する考察を行っている。方波見［等］ (1982)は昭和 52年人口動態調査死亡票か

ら原死因・二次死因に糖尿病の記載のあるもの（原死因 9,023件、原死因以外 9,148件）

について、原死因と二次死因に関する年齢別・都道府県別糖尿病数や、糖尿病死亡率に関

する分析を行い、また、方波見［等］ (1983)は同じ対象に対して、糖尿病死亡の直接死

因、二次死因糖尿病の原死因、原死因糖尿病と二次死因糖尿病に記載された二次死因の相

違、二次死因糖尿病、全死因中に占める原死因各疾患の割合に関する分析を行っている。

梅田 (1988)は昭和 60年 8月の 11都県における人口動態調査の死亡票を対象として分

析を行ったものであり、高血圧性疾患や糖尿病は原死因として他の死因を伴いやすく、他

の死因の二次死因となる場合が多いこと、いずれの原死因においても二次死因として心疾

患が多かったことなどを明らかにしている。

鈴木まき［等］ (2001)は、運輸業を主体とする労働組合の加入者本人（男性）の 1988

～1995年の死亡診断書から、外因誌を除いた 20～59歳の 1,138件を対象とし、死亡診断
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書記載パターン別死亡数、主要な原死因に関連する主要死因、年齢階級別・原死因及び原

死因に対応する死因における関連の強固性について分析を行い、糖尿病、高血圧、腎炎・

ネフローゼでは原死因として表出がされにくいことから、複合死因の観点からの解析の必

要性を指摘している。

一方、国立社会保障・人口問題研究所における複合死因の人口学的分析は、厚生労働科

学研究費補助金政策科学総合研究事業（統計情報総合研究)「死亡個票統計における循環

器疾患関連死因の妥当性に関する検討（H27-統計-一般-006）」（研究代表者：橋本英樹）、

「人口動態統計死亡票の複合死因情報を活用した集計・分析方法に関する調査研究 (H29-

統計-一般-001）」（研究代表者：石井太）によって始められた。その後、国立社会保障・人

口問題研究所の「長寿革命に係る人口学的観点からの総合的研究」(平成 29～令和元年度)

から本格的な複合死因分析が行われており、その中では、国際的な複合死因に関する研究

ネットワークである MultiCause Network において用いられている複合死因データによ

る死因間の関連分析の方法論をわが国のデータに適用し、わが国における死因間の関連状

況について研究した石井［等］ (2019)、死亡期間に注目した突然死に関する分析と認知症

関連死の分析について分析を行った林［等］ (2019)、糖尿病に焦点を当て、原死因を特定

する前の情報である死亡個票を用いて疾病間、死因間の関連を示した別府［等］ (2019)

及び別府［等］ (2020)、また Egidi et al. (2018)による複合死因によるネットワーク分析

を日本の複合死因データに適用することを試みることにより、複合死因関連分析へのネッ

トワーク分析の応用の可能性を検討した石井［等］ (2020)などの研究成果が報告書に収

載されている。

おわりに

本研究は、わが国における複合死因分析の充実を図る観点から、複合死因集計・分析手

法に関する人口学的分析手法に関する国内外の先行研究に関する総合的なレビューを行っ

た。先行研究のレビューから、複合死因研究は国際的にも注目されており、死因間の関連

の指標化やネットワーク分析といった手法の導入など新たな試みが進められていることが

示された。今後、わが国の複合死因分析を行っていくにあたり、本研究で行った先行研究

を参考としつつ、わが国のデータに適した研究手法が開発されることが望ましい。
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and V. Egidi (2012) “Analysing multiple causes of death: Which methods for which

data? An application to the cancer-related mortality in France and Italy”, European
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